
第 ３ 号議案  

 

市長等及び教育長の給与の特例に関する条例案 

 

上記の議案を提出する。 

 

    令和 ７ 年 ２ 月 ２１ 日 

 

 

     提出者  国 立 市 長    濵 﨑 真 也 

 

 

（説 明） 市長、副市長及び教育長の給料及び期末手当の減額措置を講ず

るため、本条例案を提案するものである。  

 

 

市長等及び教育長の給与の特例に関する条例案 

 

 （市長等の給料の特例） 

第 １ 条 市長等の給与および旅費に関する条例（昭和２６年１１月国立市

条例第１１号。以下「市長等条例」という。）第２条の規定にかかわらず、

市長及び副市長（以下「市長等」という。）の給料額は、市長にあっては、

市長等条例別表第１に掲げる給料月額から同給料月額に１００分の１５を

乗じて得た額を減じて得た額とし、副市長にあっては、同表に掲げる給料

月額から同給料月額に１００分の７を乗じて得た額を減じて得た額とする。 

２ 前項の規定は、国立市特別職職員退職手当支給条例（昭和４５年３月国

立市条例第１１号）第３条の規定により退職手当の額を計算する場合にお

いては、適用しない。 

（市長等の期末手当の特例） 

第 ２ 条 市長等条例第４条第３項の規定にかかわらず、市長等の期末手当

の額は、それぞれ前条第１項の規定により得た給料額を給料月額として、

市長等条例第４条第３項の規定により計算した額とする。 



（教育長の給料の特例） 

第 ３ 条 国立市教育委員会教育長の給与、旅費及び勤務条件に関する条例

（平成４年３月国立市条例第６号。以下「教育長条例」という。）第２条

の規定にかかわらず、教育長の給料額は、同条に規定する月額から同月額

に１００分の１を乗じて得た額を減じて得た額とする。 

２ 前項の規定は、教育長条例第５条の規定により退職手当の額を計算する

場合においては、適用しない。 

（教育長の期末手当の特例） 

第 ４ 条 教育長条例第４条第２項の規定にかかわらず、教育長の期末手当

の額は、前条第１項の規定により得た教育長の給料額を給料月額として、

市長等の例により計算した額とする。 
 

付 則 
 

１ この条例は、令和７年４月１日から施行する。 

２ この条例は、令和１０年１２月２４日（この条例の施行の際現に在職す

る市長が同日前に退職した場合にあっては、当該退職した日）限り、その

効力を失う。  


